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市町村合併における非合併小規模自治体の地域特性とその課題
−北海道栗山町を例として−
津　川　康　雄
Regional Characteristics and Issues Seen at Municipal Merger for 
Small-sized Municipalities Which Decided not to Merge
−A Case Study in Kuriyama-cho, Hokkaido −
Yasuo TSUGAWA
要　旨
　北海道における合併の方針は、国からの財政支援の減少が想定される中で、少子高齢化社会や
環境問題などに対応するため、①広域的な交通体系の整備、②公共施設の一体的な整備や相互利
用、③行政区域を越えた土地利用の広域的なまちづくりや施策に対するニーズの高まりなどに対
応することにあった。本稿では、北海道において合併協議会が設置されたにも関わらず、合併に
至らなかった小規模自治体を取り上げ、その背景および要因について分析し、今後の課題および
方向性について検討した。
　その結果、合併協議を行った栗山町ほか３町は、地域アイデンティティに関わる諸事情の相違
や、地域システム、都市システムにおける変化や立地要因の変化など、国や道の進めた市町村合
併の理念や合併パターンには収まらないギャップやミスマッチが生じていたことが判明した。し
たがって、今後は地理的・歴史的な存立基盤に配慮し、単なる効率化を図るための合併ではなく、
新たな広域連携の可能性を模索する必要性があろう。
Summary
　　The policies for merger in Hokkaido need to satisfy the growing needs for （1） improvement 
of wide-area traffic system, （2） integrated maintenance and mutual use of public facilities, （3） 
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wide-area town development and measures using lands regardless of administrative districts in 
order to address the aging society with fewer children and the environmental problems under 
the circumstances of possible decrease in the national financial support. This paper focused on a 
small-sized municipality that had prepared a council for merger but finally decided not to merger, 
and discussed the background, reasons and future problems and directions.
　　The discussion results showed that Kuriyama-cho and other three towns had faced 
differences in various reasons circumstances related to regional identity, and gaps or mismatches 
that could not fit into the principles and patterns of municipal merger promoted by the nation or 
the prefecture, for example, changes in the urban system and in location requirements. It also 
suggested that the future merger would need to take geographical and historical reasons for 
existence into consideration and to seek the possibility of novel wide-area cooperation.
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Ⅰ．はじめに
　いわゆる平成の大合併は、「魅力ある地方の競争」を理念に掲げ、地方自治体の財政的な自立
を求めた。そして、「三位一体の改革」により、補助金や地方交付税を減らし、税源の移譲によっ
て各自治体が財政的に自立することを求めるねらいがあった。また、「市町村合併特例法」にお
いて、「合併特例債」等の誘因策を設け市町村合併を推進してきた。市町村合併が求められる理
由は、①地方分権の推進、②多様化する住民ニーズへの対応、③生活圏の広域化への対応、④効
率性の向上、⑤少子高齢化への対応などが挙げられた。その結果、全国の市町村数は3,232（平
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成11年３月末）から1,719（平成24年10月末）となった。
　そこには、メリット、デメリットが存在し、政府主導の合併誘導に対する地方からの反発も大
きくなっていた。とくに小規模市町村では、合併によって中心部への人口の一極集中が加速し、
きめ細かな住民サービスの低下や地域アイデンティティの喪失を危惧する声も高まった。とは言
え、市町村合併特例法の期限を目指して合併への取り組みが加速した。
　しかし、合併を模索しながらも結果的に自立の道を歩まざるを得ず、新たな政策展開を求めら
れる自治体も数多く存在している。
　本稿においては、北海道において任意合併協議会から法定合併協議会が設置されたにも関わら
ず、合併に至らなかった小規模自治体を取り上げ、その背景および要因について地域特性を中心
に分析し、今後の課題および方向性について検討した。
Ⅱ．北海道における市町村合併
（ａ）合併の経緯
　北海道における合併の方針は、国からの財政支援の減少が想定される中で、少子高齢化社会や
環境問題などに対応するため、①広域的な交通体系の整備、②公共施設の一体的な整備や相互利
用、③行政区域を越えた土地利用の広域的なまちづくりや施策に対するニーズの高まりなどに対
応することにあった。
　その結果、平成の大合併を契機に212市町村（平成11年３月末）から、179市町村（平成22
年３月末）へと減少した。その内訳は北斗市（上磯町、大野市）が誕生したことにより１市増加
して34から35、町が154から129、村が24から15へと減少した。また、新設合併が17、編入合
併が5となっている。合併にかかわった市町村数では、５自治体の合併が１（函館市）、４自治
体が２（北見市、遠軽町）、３自治体が４（せたな町、石狩市、釧路市、岩見沢市）であり、２
自治体が15と大半を占めている。その特徴は、函館市、釧路市、北見市、岩見沢市など従来か
らの中心市を核とした合併や、隣接する町村の合併などであり、組み合わせとしては、市・町・村、
市・町、市・村、町・町、町・村となり、村と村の組み合わせはなく、３つ以上の町村が合併す
る例は遠軽町（生田原町、遠軽町、丸瀬布町、白滝村）のみである。一部、釧路市、伊達市、日
高町のように、飛地を抱える自治体も生まれた（第１図）。
　なお、平成14年から同17年にかけて任意合併協議会が設置されたものの解散した例が19、任
意合併協議会から法定合併協議会に移行したものや、法定協議会が立ち上がったものの協議会が
解散した例が22となり、合併間際の破綻が多いことも北海道における市町村合併の特徴の一つ
であろう。ここに、北海道における市町村合併の数の少なさと複雑な要因が内在するものと考え
られる。
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（ｂ）合併の理由と現状
　合併に至った自治体に対して道が実施したアンケート調査によると１）、合併を選択した理由と
して、「地方分権時代にふさわしい基礎自治体としての行政体制の充実・強化を図るため（20市
町村）」、「効率的・効果的な行財政運営により、行政サービスの維持・向上するため（19市町村）」、
「将来に向けた財政基盤を確立するため（19市町村）」などが上位を占め、各自治体の将来に向
けての行財政運営に対する危機意識が現れている。
　ちなみに、合併の効果について見ると、行政体制に関しては、組織の専門化・充実が図られた
ことや、専任、専門職員の配置による住民サービスの向上、様々な施策を展開する体制の充実が
図られたことがあげられた。また、市町村の広域化により、一部の旧市町村において実施されて
いた行政サービスが全区域へ拡大できたことや、旧市町村の区域を越えた公共施設の広域的利用
が可能になったことによる利便性の向上、図書館における蔵書の一元管理・データベース化によ
り広域での貸し出しが可能になったこと、旧市町村が持つ観光資源を連携・連動させた広域的な
観光ルートの構築などがあげられている。
　合併による地域アイデンティティの希薄化や行政サービスの低下に対する危惧に対処するた
め、各自治体は地域審議会、地域自治区および合併特例区など地域自治組織の制度を活用してい
第１図　平成の大合併後に誕生した自治体および栗山町の位置
（北海道総合政策部地域主権局作成の図を一部改変）
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る例も多い。
Ⅲ．栗山町の地域概観と地域特性
（ａ）地域概観２）
　調査対象とした北海道夕張郡栗山町は、空知総合振興局管内南部に位置し、人口13,146人、
世帯数6,089（2012年11月１日現在）である（第２図）。明治21年（1888）に旧仙台藩士が入
植したことを契機に、その後角田村が生まれ、昭和24年（1949）に町制が施行された際に栗山
町となった。角田村から栗山町へと名称変更されたのは、明治26年（1893）に室蘭本線が敷設
され、駅の設置に伴い駅名が周辺で用いられていた栗山が使用され、駅前通りを中心に商業地区
が形成、市街地化が進んだことによる。その後、夕張炭鉱、角田炭鉱の開発に伴い、夕張から敷
設された夕張鉄道の駅が国鉄の栗山駅に併設されるなど、鉄道拠点及び地域の中心地としての機
能を増した。なお人口は昭和38年の24,572人から減少傾向が続いている。なかでも、65歳以上
の高齢者比率が32.8%と高く、北海道平均を大きく上回っている。
　産業は農業を中心とする第１次産業が盛んで、水稲、麦類、野菜類、豆類、芋類など多様であ
り、野菜類では玉ねぎの栽培が多い。また、馬鈴薯の生産も多く、かつて自給作物であったもの
が、各種の技術改良、品質向上が図られ、種子馬鈴薯の産地となった。現在では北海道外各地へ
その多くが移出されている。林業も開拓当初からの主要産業であり、その後の林産加工業への展
開も図られた。
　第２次産業は明治・大正期に始まる酒造業、食品加工業、林産加工業、コンクリート工業など
が盛んである。
　第３次産業は地域の拠点性を背景に駅前地区における商業活動が活発で、近年では、市街地周
辺に大型スーパー、娯楽施設等の立地も進んでいる。ちなみに、平成６年から実施された「商店
街近代化事業」により、全長510mの駅前通り商店街が整備され、「栗夢ロード」と命名された。
　交通は北海道旅客鉄道（JR北海道）の室蘭本線、民間バスにより札幌、岩見沢、夕張等が結ば
れている。現在では、自家用自動車の利用が他の市町村と同様に中心となっている。
　町内の面積は203.84㎢と広域で、ほぼ地域の基礎的なコミュニティまとまりを示す小学校は
栗山、角田、継立の三地区に置かれ、中学校は栗山、継立の二地区に置かれている。
　このように、栗山町は明治以降、社会経済状況の変化に対応しつつ、地理的位置を背景に地域
の拠点、中心地としてその基盤を築いてきた。しかし、少子高齢化、北海道経済の低迷等により
自治体としての方向性を、より明確にせざるを得ない状況に至っている。
　現在では、「住民がお互いに助け合う地域の創造」をめざした地域通貨「クリン」、「ふるさと
の20年後の森づくり」をめざしたハサンベツ里山計画、官民協働の新しい栗山のまちづくりが
進められている。
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（ｂ）広域行政３）
　栗山町ではこれまでに、「南空知ふるさと市町村圏組合」「空知教育研修センター」「南空知葬
祭組合」「南空知消防組合」などに加入し、近隣自治体との広域連携を図ってきた。そのため、
これまでの協力関係の維持・発展の意味で市町村合併に取り組む対応として、南空知近隣4町合
併問題研究会、任意合併協議会、法定合併協議会への参加等、二度に及ぶ合併協議へと向かって
いったものといえよう。ちなみに、栗山町は公衆衛生事業、水道事業等、独自で行っており他町
第２図　栗山町および周辺自治体
南幌町
札幌市
長沼町
由仁町
栗山町
夕張市
岩見沢市
苫小牧市
市町村合併における非合併小規模自治体の地域特性とその課題
− 203 −
と比べて独立性の強い自治体とみなすことができる（第１表）。
Ⅳ．市町村合併への取り組み
（ａ）合併協議に関わった各町の概要
　栗山町との合併に対して、研究会や任意合併協議会、法定合併協議会に関わった自治体は、南
幌町（空知郡）、長沼町（夕張郡）、由仁町（夕張郡）である。４町は道央圏の東部に位置し、江
別市、千歳市、夕張市、岩見沢市、北広島市、恵庭市と接している。土地利用は田・畑や牧場な
ど農牧業が中心で、豊かな田園地帯となっている。
　南幌町は人口8,534人（2012年）、幌向原野が開拓された歴史を持ち、札幌のベッドタウンと
して住宅団地も造成された。札幌郊外のレクリエーション供給地として公園や温泉も利用されて
いる。長沼町は人口11,798人（2012年）、馬追丘陵西部に広がる原野が開拓され、かつてミサ
イル基地を巡る紛争が生じたことでも知られる。札幌に近接する緑豊かな田園文化都市を目指し、
ながぬまコミュニティ公園や道の駅マオイの丘公園など美しい農村風景を生かした観光施設を設
置している。昭和５年には夕張鉄道敷設に伴い、長沼駅設置により北部に市街地が形成され、隣
接する栗山町とも結ばれた。由仁町は人口5,874人（2012年）、開拓地としての歴史を持ち、明
治26年（1893）には角田村（現：栗山町）・登川村（現：夕張市）・長沼村（現：長沼町）を併
合し、由仁外３村戸長役場が置かれた地である。平成13年にオープンした「ゆにガーデン」は、
国内最大級の規模を誇るハーブガーデンである。平成12年度からは、健康でゆとりある生活が
できる住宅地を提供するため、優良田園住宅事業を実施している。
　このように、４町ともに明治以降の原野開拓に起源をもち、その後、それぞれの地域特性を生
かしたまちづくりを行ってきた。そして、農業を基盤に各種の産業育成に取り組みながら、市街
地も田園地帯の拠点として鉄道駅や役場を中心に、コンパクトなまとまりを築いてきた。言い換
第１表　広域行政との関わり
「南空知近隣４町合併問題研究会報告書」2003年より（平成12年度）
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えると、独立性の強い市街地を中心に農業地域が周辺を取り巻く単核的な構造を呈しつつ、行政
域内に展開してきた。他町とは鉄道や道路など結節的なネットワークにより結ばれ、市街地が連
担することはなく相互間が分散・独立した地域構造となっている。
　ちなみに、４町の役場間の直線距離を求めてみると、南幌町−由仁町間が13.5㎞と最も離れ、
次いで南幌町−栗山町間の11㎞であり、車社会の移動距離として各町間の隔たりが合併の障害
になるとは考えにくい（第2表）。
（ｂ）合併への取り組み
　平成12年４月から施行された地方分権一括法や市町村の合併特例に関する法律の一部改正に
呼応する形で、栗山町も市町村合併を模索した。これまでに、一部事務組合として南空知消防組
合、南空知葬祭組合による広域行政が行われており、それを支えている南幌町、由仁町、長沼町、
栗山町の４町が平成14年７月に「南空知近隣４町合併問題研究会」を設置した。平成15年１月
には中間報告が出され、４町とも昭和30年代にピークとなった人口が減少傾向にあることや、
基幹産業を農業とする当地域が過疎化の進行と若者の都会への流出や、少子高齢化社会によって
減少傾向が続くことなどが確認された。そのため、将来にわたって介護サービスの維持や介護保
険料の負担増が見込まれた。また、４町の財政状況は歳出における義務的経費の負担割合が高く、
過去の投資事業の増大により町債の償還額である公債費が歳出予算を圧迫していることも共通で
あった。ちなみに、財政力指数は、南幌町0.20、由仁町0.20、長沼町0.22、栗山町0.31となり、
いずれも低い値となっている。したがって、各町においては、財政規模の縮小、歳出予算に対す
る義務的経費の相対的増加、経常経費の削減を図りつつ行政サービスの水準を維持する必要性な
ど、共通の政策課題を抱えていることが判明した。
　その後、長沼町が単独自立を表明したため、以後、南幌町、由仁町、栗山町で平成15年７月
に「南空知近隣３町任意合併協議会」を設置し、合併の効果、各種事業の調整や新市における将
来ビジョンを策定した。
　平成16年２月には、各町から町民代表が選出され、法定協議会として「南空知３町合併協議会」
が設置された。協議会では、新市まちづくり計画の策定、各種事務事業の統一、新市の名称とし
て公募による「東さっぽろ市」を決定したが、当初から合併協議に加わらなかった長沼町により
第２表　各町の役場間の距離（㎞）
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飛地となる南幌町が、平成16年10月に行われた住民投票において合併反対が多かったことから
（賛成：44.5%、反対：55.5%）、同町議会が合併関連議案を否決した。そのため、同町は合併を
断念し協議会からの離脱を表明した。その後、平成17年３月末で合併協議会が解散し、３町と
も非合併地域となった。
　以上の経緯の後、国の歳出削減や地方分権の加速など、地方自治体を取り巻く環境は一段と厳
しさを増していった。そして、平成17年には「市町村の合併の特例等に関する法律（合併新法）」
のもとで、再度、合併の検討が３町によって開始され、平成20年５月に「南空知３町合併検討
協議会」が設置され合併を模索した。その結果は、前回と同様に、二度目の住民投票を実施した
南幌町は、反対多数（賛成：48.1%、反対：51.9%）の結果により、協議会からの離脱を表明し、
平成21年３月31日で協議会の解散が確認され、再度３町合併には至らなかった （第3表）。
（ｃ）合併に至らなかった背景・要因
　各自治体が合併に至らなかった要因は、多種多様であるが、その背景を推察することは可能で
ある。
　①地理的要因
　まず、地理的要因であり、地形や水系が一体感を妨げた可能性が考えられる。自然的行政界は
地形条件としての山地・丘陵や河川によって決定されることが多々ある。当地域では、馬追丘陵
が南北に延び、南幌町と長沼町、由仁町と栗山町の大半が東西に分断されている。また、夕張川
水系と千歳川水系との違いも河川の利水・治水等の関係から、自治体間の温度差が生じやすかっ
たものと考えられる。
　②開拓の歴史
　北海道においては、開拓の歴史は地域アイデンティティの醸成とも密接に結びついていること
が多い。それは、開拓者・入植者の生地や所属藩の違いが地域の紐帯の強度ともなっている。た
第３表　協議会解散に至るまでの経緯
「栗山町史　平成史」2011年より（一部改変）
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とえば、長沼町は現在の岩手県奥州市水沢区の吉川鉄之助による開拓の縁で、旧水沢市と姉妹都
市提携を結び、栗山町では旧仙台藩士の開拓に起源をもつことが、その後、宮城県角田市との姉
妹都市提携を結ぶ端緒となった。したがって、一面では各町の相互関係を築きにくい部分にもなっ
ている。他方、由仁町の歴史においては、村の併合（長沼町、栗山町、夕張市の一部）が行われ
ており、役場が置かれたことにより、その後の自治体間の関係が潜在的に構築されてきたことも
推察できる。
　③地域システム、都市システムの形成とその変化
　現在では、都市化・郊外化の進展、交通体系の変化等により、都市システム、地域システムが
大きく変わってきた。それは、日常生活圏において顕著である。当地域は北海道の中核都市であ
る札幌市の影響、鉄道・道路交通との関係や空知管内における行政中心となる岩見沢市との結び
つきなど、近隣都市との関係が合併に至らなかった大きな要因となっている。
　④合併パターンの多様性
　合併対象となる自治体の選択肢の多さが、明確な合併の方向性を決定する際の阻害要因となっ
た点も認められる。たとえば、南幌町の場合、平成13年（2001）に「南空知町村長懇談会（由
仁町、栗山町、北村、栗沢町、長沼町、月形町）」に参加、同14年に「南空知近隣４町合併問題
研究会（南幌町、長沼町、由仁町、栗山町）」、同年に江別市と「江別市・南幌町合併研究会」、
同15年に由仁町、栗山町と任意合併協議会、同16年に法定合併協議会へと進んだ。法定合併協
議会後に実施された住民投票の結果、合併反対派が過半を占めたことから合併を断念したのであ
る。なお、南幌町では道から合併パターンとして以下に示す3つの案が示されたことも、合併先
の選択に混乱を生じる要因になったものと言えよう。
　（ア）江別市・南幌町
　　　（地域中心市形成型）
　　 10万人を超える人口規模で、一般廃棄物処理（焼却）など、一定の人口基盤を必要とする
行政サービスが期待される。
新篠津村
江別市
南幌町札幌市
恵庭市
当別町
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　（イ）北広島市・長沼町・南幌町
　　　（市制合体型）
　　4万人を超える人口規模で、福祉事務所の設置などに伴う福祉施設等の充実が期待できる。
　（ウ）栗沢町・栗山町・長沼町・由仁町・南幌町
　　　（市制施行型）
　　　4万人を超える人口規模で、市制施行によりイメージアップが期待できる。
　長沼町においては、平成14年（2002）に、「千歳・恵庭近隣市町村合併研究会（千歳市、恵
庭市、由仁町、早来町、追分町）」に加わった。その後、「南空知近隣４町合併問題研究会（南幌
町、長沼町、由仁町、栗山町）」に参加した。同町の住民投票における合併先の枠組みは、「北広
島市、南幌町」「南幌町、由仁町、栗山町」「千歳市、恵庭市、由仁町、早来町、追分町」など多
様であり、いち早く自立の道を選択していった。
　このように、南幌町や長沼町は、当初、近隣市町村との合併の可能性を全方位的に模索してい
第３図　市町村合併パターン（北海道市町村合併推進要綱による）
（広報なんぽろNO.482　2003年）
新篠津村
江別市
南幌町
南幌町
長沼町
由仁町
栗山町
三笠市
夕張市
長沼町
北広島市
札幌市
恵庭市
当別町
千歳市
岩見沢市
栗沢町
北村
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たことが分かる。そのことが、合併議論が進む中で明確な相手先を選択できなくなる要因にもなっ
ていった可能性が高い。
　⑤行政組織と行政域との関連
　かつて北海道は広大な広がりを管轄するために、支庁制を採用し、北海道庁を頂点に支庁を置
き、そのもとで市町村を統括していた。その制度は現在、14の総合振興局へと移行し、南幌町、
長沼町、由仁町、栗山町ともに、空知総合振興局のもとで各種の施策が行われている。当振興局
は岩見沢市に置かれており、管内の市町村との結びつきは強い。ちなみに、４町は、南空知ふる
さと市町村圏組合に所属し、夕張市、岩見沢市、美唄市、三笠市、月形町とともに観光振興・広
報活動などについて一体的に活動している。
　なお、北海道の行政組織として郡の存在も無視できない。南幌町が空知郡、長沼町、由仁町、
栗山町が夕張郡に属していることも、間接的に地域の連携・統一感を希薄化させた一因と見なす
ことも可能である。このように、行政組織の重合・錯綜が地域連携の混乱を招いている。さらに、
当初、「南空知近隣４町合併問題研究会（南幌町、長沼町、由仁町、栗山町）」に参加していた長
沼町が離脱したことから、南幌町と由仁町、栗山町が飛地になることになった。合併を遂行する
ために、飛地となることを選択する自治体もあるが、行政の一体感が阻害されることは避けられ
ない。
　⑥生活圏の相違
　就業者の就業先により生活圏の確認を行ってみると、南幌町は55%が町内、45%が他市町村で
の就業となっている。就業先市町村の内訳は、１位…札幌市（55.1%）、２位…江別市（14%）、
３位…北広島市（12%）であり、札幌市および周辺市への就業者が多くなっている。長沼町は
80%が町内、20%が他市町村で、就業先市町村は１位…札幌市（36.2%）、２位…北広島市（15.6%）、
３位…栗山町（12.1%）である。由仁町は、81.9%が町内、就業先市町村は、１位…栗山町（40.2%）、
２位…千歳市（13.0%）、３位…長沼町（10.6%）となっている。栗山町は83.9%が町内、その他
が他市町村であり、就業先市町村は１位…岩見沢市（19.9%）、２位…由仁町（16.2%）、３位…
札幌市（13.1%）となっている。このように、関連４町においては相互の就業者の交流は少なく、
札幌を中心に各町のアクセスの良い近隣市との結びつきが強いことが明らかである。とくに、南
幌町は就業者の多くが町外に流出し、合併を模索した３町との関係が希薄であり、町民の意識は、
札幌の都市圏に位置づけられていると判断することも可能である。また、かつてほどではないも
のの、栗山町民にとって、室蘭本線によって結ばれる岩見沢市との関係が依然として強いことが
確認できる。
　購買人口と購買率を見ると、町内購買率は南幌町24.9%、長沼町38.4%、由仁町30.4%、栗山
町66.0%と他市町村への流出であり、中でも南幌町、由仁町の値が高く他地域への依存傾向を示
している。また、栗山町は４町の中で商業力が強く、地域の拠点性を発揮しているものと言えよ
う。それぞれの購買先市町村は、南幌町が江別市、札幌市、北広島市などが上位を占め、長沼町
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は札幌市、恵庭市、北広島市、由仁町は栗山町、札幌市、岩見沢市、栗山町は岩見沢市、札幌市、
江別市となり、中心性の高い市や隣接市といった階層的購買傾向や錯綜した購買先とが相まって、
当該地域の一体感が醸成されない要因と考えられる。
　以上のように、合併を模索した各町は、それぞれの歴史的背景に伴う地域アイデンティティを
確立し、時間の経過とともに地域システム、都市システムにおける関わりが変化した。その結果、
合併を議論する中で多様な選択肢が生じた。もちろん、小規模自治体同士の合併協議のため、強
いリーダーシップを発揮する町の存在がなかったことも大きい。とくに、南幌町は法定合併協議
会に参加しつつ、他方では自立の道も模索するといった二元的な方向性を求め、最終的にその選
択を住民投票に委ねた。ある意味では民意を反映した自治とも言えるが、他町との関係において
は若干疑問が残る対応だったと言えよう。
Ⅴ．今後の展望
　栗山町は二度に及ぶ近隣自治体との合併議論が破綻し、単独自立の道を歩むことになった。平
成17年の「南空知３町合併協議会」解散後、町は「改革と協働のまちづくり」を柱に、支出で
は増大する借金の返済、収入では減り続ける町税収入と国からの地方交付税等の大幅削減を掲げ、
行財政改革の必要性を訴えた。具体的には町職員や人件費の削減、補助金の見直し、各種利用料
や上下水道使用料金の引き上げ等、町民への負担を伴うことに対する理解を求めた。そして、近
い将来、財政再建団体への転落が予想されるとし、今後は協働のまちづくりを行うために、行政
（役場）、町民・地域・団体、民間企業・NPO等が相互に協力する体制の確立を訴えた。
　現在、栗山町は第５次総合計画を策定し、町財政の健全化を最重要課題と位置づけ、町民参加
と合意による個性的なまちづくりの指針として「維持可能な自立した地域自治」を推進している。
また、近隣市町村との連携・協力も図りながら、効率的な町民サービスを維持しようとしている。
　これまで栗山町は、全国的にも特筆される政策や事業を展開してきた。たとえば、全国に先駆
けて「栗山町議会基本条例」を平成18年に制定し、情報公開、町民参加、公正性と透明性の確
保など、議会の責任を明確化している。また、エコマネーによるコミュニティ再生を目的に、地
域通貨「クリン（栗とクリーンの造語）」を導入し、平成14年には「地域通貨国際会議」を開催し、
福祉のまち栗山をアピールした。会場となった「カルチャープラザEKI」は、JR栗山駅に隣接し、
コミュニティ施設の核として平成12年にオープンした。文化・芸術活動、研修などが行われる
場所として利用されている。その他、町営団地、各種スポーツ施設、学校整備、町道・農道の整
備など町民の生活を支えるインフラ整備が進み、良好な環境整備が行われてきた。近年では、田
園景観と融合するエコビレッジ、廃校を利用した環境教育の実践などユニークな政策や実践が行
われている。その反面、このような大規模事業が財政上、大きな負担増に結びつき、累積赤字を
残してきたものと言えよう。
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　今後、町財政の健全化を最優先の目標とし、第５次総合計画で示された「町民が主役」の地域
自治の確立、「誰もが住みたい」栗山の実現、「自然・文化・産業の連携」による栗山の創造といっ
た重点プロジェクトを推進する必要があろう。
Ⅵ．おわりに
　北海道における非合併小規模自治体について、その背景と要因について分析してきた結果、当
該自治体の地域アイデンティティに関わる諸事情の相違、地理的要因としては、地域システム、
都市システムにおける変化や立地要因の変化など、国や道の進めた市町村合併の理念や合併パ
ターンには収まらないギャップやミスマッチが生じていたことが判明した。したがって、全国一
律に進められたいわゆる平成の大合併も、地域による温度差、受容可能な地域とそうではない地
域とが生じたことも事実である。本稿で取り上げた例は、数多くの選択肢と現実の狭間に置かれ
た小規模自治体が、ある意味では翻弄された姿であり、それに関わる自治体相互の思惑が一致し
なかった例にもなる。先にも述べたように、財政力指数を見れば、国からの財政的支援が期待で
きない状況に際し、将来の財政状況が厳しさを増すことは明らかである。
　しかし、北海道および当地域は豊かな農業地域を抱え、食糧供給地域として重要な役割を果た
しており、これまでのまちづくりの結果、地域の拠点性を確保しつつ、市街地整備や周辺地域と
を結ぶ道路整備などインフラ整備が行われてきた。そして、教育・文化活動も活発で地域コミュ
ニティの拠点として機能してきた。もちろん、全国的にも共通する少子高齢化の波は当地域にも
および、人口の減少傾向とともに新たな課題を突きつけられている。したがって、これまでのよ
うな政策の延長ではなく、パラダイムの転換が必要であろう。前向きにまちづくりに取り組んで
きた自治体に対しては、小規模自治体とは言え、何らかの財政支援を行うことにより、地域拠点
の維持を図る政策も必要に思える。
　今後、国の人口１万人未満の自治体に対する再編の議論から、少なくともより効率的な自治体
運営を求められることは必然であろう。そのためには、各自治体が様々な政策の立案と遂行、よ
り効率的な財政運営、優先順位の明確な事業計画とその実現を図る必要がある。少なくとも、北
海道における小規模自治体においては、地理的・歴史的な存立基盤に配慮し、単なる効率化を図
るための合併ではなく、新たな広域連携の可能性を模索する必要性があろう。
 （つがわ　やすお・高崎経済大学地域政策学部教授）
市町村合併における非合併小規模自治体の地域特性とその課題
− 211 −
＜注＞
１）北海道総合政策部地域主権局「北海道の合併市町村」の概要（ホームページ参照）
２）栗山町『栗山町史　第１巻』1989年、栗山町
　　栗山町『栗山町史　第2巻』1991年、栗山町
　　栗山町『栗山町史　別巻』1991年、栗山町
　　栗山町『栗山町史　平成史』2011年、栗山町史編纂委員会
　　栗山町『栗山』2003年、栗山町
３）南空知近隣4町合併問題研究会「南空知近隣４町合併問題研究会報告書」2003年、
　　長沼町・南幌町・由仁町・栗山町、全66頁
＜参考文献・資料＞
津川康雄「市町村合併と住民意識−群馬県を例として−」地域政策研究第８巻第２号、2005年
津川康雄「市町村合併に伴う住民意識と地域的傾向−高崎市を例として−」地域政策研究第14巻第4号、2012年
南幌町「広報　なんぽろ」No.482（2003年）、No.489（2003年）、No.505（2004年）、No.555（2009年）、No.557（2009年）
栗山町「栗山町第５次総合計画」2008年、栗山町
〔付記〕
　本稿は「日本学術振興会科学研究費補助金・平成22年度〜 25年度基盤研究（B）（課題番号22320168 研究代表者　西原
　純・静岡大学教授　平成の合併政策終了後の合併・非合併市町村の現状・行政課題の解明と合併政策の総括」の研究分担
者として参加し、その一部を使用した。
